
【受託希望者】

様式２

実 施 施 設 の 概 要

加　 盟 　団 　体

※上記実施施設の属性において選択肢に該当するものがない場合は、その他の欄に記入してください。

受託希望法人名

所　　　在　　　地

代表者職名 ・ 氏名

実施施設の属性

　〒

　　専修学校・各種学校・事業主団体・大学・ＮＰＯ法人

　　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

【訓練実施場所】

訓練実施施設名

訓練実施施設
所　 在 　地

　〒

訓練実施施設
代表者職名・氏名

従  業  員  数
（令和8年1月1日現在）

常　 勤

非常勤

事務部門

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人　　　　　　　　人

教育部門

　　　　　　　　人

合　　　計

　　　　　　  　人

　　　　　　　　人

【訓練実施運営体制】

　　　　　　　　（元号）　　　　年　　月　　日

                     （元号）　　　年　　月　　日

設 立 年 月 日

受託希望訓練コースと同等
コース開始年月日

最近実施した教育訓練コー
ス就職状況

別紙１、別紙２、別紙３、別紙４にて記載。

Ｔ Ｅ Ｌ

E-Mail

   　事務担当者
（受講者の手続き、問い合わ
せ等に常時対応する窓口）

氏名(役職)

Ｆ Ａ Ｘ

氏名(役職)

Ｆ Ａ Ｘ

氏名(役職)

Ｆ Ａ Ｘ

訓練実施責任者
（三重県との窓口）

Ｔ Ｅ Ｌ

E-Mail

Ｔ Ｅ Ｌ

E-Mail

     苦情処理責任者
   （講師との兼務不可）

氏名(役職) Ｔ Ｅ Ｌ

Ｆ Ａ Ｘ E-Mail



【訓練実施施設名：　　　　　　　　　　　　　　　　　】

【訓練科名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　】

訓練コース№ 訓練科名 受講者数 中退者 うち中退 修了者 うち修了
就職者数 対象就職者数 就職者数 対象就職者数

（ア） （イ） （ウ） （エ） （オ）

(例) ｺｰｽ○ パソコン○○○○科 令和6年6月1日 ～ 令和6年8月30日 15 5 4 2 10 8 4 85.7 50.0

～

～

～

～

～

合計 ― ― 0 0 0 0 0 0 0 - -

※ 就職率平均値＝（（ア）欄の計＋（エ）欄の計）÷（（ア）欄の計＋（ウ）欄の計）×１００

※ 対象就職率平均値＝（（イ）欄の計＋（オ）欄の計）÷（（イ）欄の計＋（ウ）欄の計）×１００

※ 同一または類似の訓練コースの実績を記入のこと

※ 修了者数は、訓練を修了した人数を記入すること。

※ 中退者数は、訓練を中退した人数を記入すること。

※ 就職者は,雇用期間１か月以上の就職者。

※ 対象就職者は、雇用期間４か月以上の就職者で、１週間の所定労働時間が２０時間以上であること。

※ 令和4年度から令和6年度の直近５コースについて記入すること。

―

様式２　 別紙１

令和4年度～令和6年度に実施した三重県主催の委託訓練における就職状況（同一または類似の訓練コース）

就職率
平均値

（自動計算）

対象就職率
平均値

（自動計算）

訓練期間



【訓練実施施設名：　　　　　　　　　　　　　　　　　】

【訓練科名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　】

訓練コース№ 訓練科名 受講者数 中退者 うち中退 修了者 うち修了
就職者数 対象就職者数 就職者数 対象就職者数

（ア） （イ） （ウ） （エ） （オ）

(例) ｺｰｽ○ パソコン○○○○科 令和6年6月1日 ～ 令和6年8月30日 15 5 4 2 10 8 4 85.7 50.0

～

～

～

～

～

合計 ― ― 0 0 0 0 0 0 0 - -

※ 就職率平均値＝（（ア）欄の計＋（エ）欄の計）÷（（ア）欄の計＋（ウ）欄の計）×１００

※ 対象就職率平均値＝（（イ）欄の計＋（オ）欄の計）÷（（イ）欄の計＋（ウ）欄の計）×１００

※ 他分野で、同一地区の訓練コースの実績を記入のこと

※ 修了者数は、訓練を修了した人数を記入すること。

※ 中退者数は、訓練を中退した人数を記入すること。

※ 就職者は,雇用期間１か月以上の就職者。

※ 対象就職者は、雇用期間４か月以上の就職者で、１週間の所定労働時間が２０時間以上であること。

※ 令和４年度から令和６年度の直近５コースについて記入すること。

―

様式２　 別紙２

令和４年度～令和６年度に実施した三重県主催の委託訓練における就職状況（他分野・同一地区の訓練コース）

就職率
平均値

（自動計算）

対象就職率
平均値

（自動計算）

訓練期間



【訓練実施施設名：　　　　　　　　　　　　　　　　　】

【訓練科名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　】

訓練の種別 訓練科名 受講者数 中退者 うち中退 修了者 うち修了
就職者数 対象就職者数 就職者数 対象就職者数

（ア） （イ） （ウ） （エ） （オ）

(例) 支援訓練（愛知県） パソコン○○○○科 令和6年6月1日 ～ 令和6年8月30日 15 5 4 2 10 8 4 85.7 50.0

～

～

～

～

～

合計 ― ― 0 0 0 0 0 0 0 - -

※ 訓練の種別は、優先順位を①同一地区・同一分野の求職者支援訓練②同一地区・他分野の求職者支援訓練③同一分野の他県委託訓練④同一分野の他県求職者支援訓練について記入すること。

なお、求職者支援訓練は「支援訓練」と表示する。他県実績を記入するときは訓練の種別（〇〇県）と表示すること。

※ 就職率平均値＝（（ア）欄の計＋（エ）欄の計）÷（（ア）欄の計＋（ウ）欄の計）×１００

※ 対象就職率平均値＝（（イ）欄の計＋（オ）欄の計）÷（（イ）欄の計＋（ウ）欄の計）×１００

※ 修了者数は、訓練を修了した人数を記入すること。

※ 中退者数は、訓練を中退した人数を記入すること。

※ 就職者は,雇用期間１か月以上の就職者。

※ 対象就職者は、雇用期間４か月以上の就職者で、１週間の所定労働時間が２０時間以上であること。

※ 令和4年度から令和6年度の直近５コースについて記入すること。

対象就職率
平均値

（自動計算）

訓練期間

様式２　 別紙３

―

令和4年度～令和6年度に実施した公的職業訓練における就職状況（県が主催する以外の公的職業訓練コース）

就職率
平均値

（自動計算）



【講習実施施設名：　　　　　　　　　　　　　　　　　】

【講習名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　】

― 講習名 受講者数 中退者 うち中退 修了者 うち修了
就職者数 対象就職者数 就職者数 対象就職者数

（ア） （イ） （ウ） （エ） （オ）

(例) ― パソコン○○○○科 令和6年6月1日 ～ 令和6年8月30日 15 5 4 2 10 8 4 85.7 50.0

― ～

― ～

― ～

― ～

― ～

合計 ― ― 0 0 0 0 0 0 0 - -

※ 就職率平均値＝（（ア）欄の計＋（エ）欄の計）÷（（ア）欄の計＋（ウ）欄の計）×１００

※ 対象就職率平均値＝（（イ）欄の計＋（オ）欄の計）÷（（イ）欄の計＋（ウ）欄の計）×１００

※ 修了者数は、訓練を修了した人数を記入すること。

※ 中退者数は、訓練を中退した人数を記入すること。

※ 就職者は,雇用期間１か月以上の就職者。

※ 対象就職者は、雇用期間４か月以上の就職者で、１週間の所定労働時間が２０時間以上であること。

※ 令和4年度から令和6年度の直近５コースについて記入すること。

―

様式２　 別紙4

令和4年度～令和6年度に実施した講習（講座）における就職状況

就職率
平均値

（自動計算）

対象就職率
平均値

（自動計算）

講習期間



この別紙5は「履行実績証明書（様式２-別紙５）」.docファイルにて記入



様式３

時　間（Ｈ）

時　間（Ｈ）

委 託 訓 練 カ リ キ ュ ラ ム

実 技 訓　練　の　内　容

訓 練 科 名

訓 練 期 間
(　　箇月)

訓 練 目 標

主要な機器設備
（参考）

訓練時間　総合計　　　　　時間（学科　　　　時間、実技　　　　時間）

訓
　
練
　
の
　
内
　
容

対象レベル初級・中級・上級　  　訓練定員　　　名 訓練実施施設名

学 科

       　　年　　月　　日

       ～    　　年　　月　　日

訓　練　の　内　容

就職先の
職　　　務

仕上がり像

取得目標資格



委託訓練受託対象要件照合表 様式４

チェック

□１　

チェック

 □　イ　

 □  ロ　

□２　

 □　イ　

 □  ロ　

チェック

 □　ハ　

 □  ニ　

チェック

□３　

 □　イ　

 □  ロ　

        

チェック

□４　

 □　イ　

 □  ロ　

 □  ハ　

 □　二　

 □　ホ

 □  ヘ

チェック

□５　

 □　イ　

 □  ロ　

 □　ハ　

 □  ニ  

機関(法人）名：

                               　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

確認者氏名：

就職状況調査において不正受給となったとき

その他公共職業訓練の委託先として明らかに適性を欠くと委託者が判断したとき

代表者職名･氏名：

教育訓練の実施時間は、総訓練時間300時間以上とし、原則、1日6時限、1か月100時間を標準とする。

就職支援の実施において、訓練受講者の就職促進に有効な内容であり、就職支援責任者及び就職支援担当者が明確に位置づけ
られている。また、キャリアコンサルタント等の有資格者が配置されジョブ・カードを活用したキャリア・コンサルティング及び能力評価
の実施が可能である。なお、就職支援責任者は訓練実施日数の内50％以上の日数を当該訓練実施施設にて業務を行う。ただし、
実習型訓練期間中については、訓練実施施設に限らず、適切な就職支援が可能な場所において業務を行うことができる。

次のいずれかの事項に該当する場合は、委託先機関の対象とならない旨を了知している。

教材等の著作権法違反等、関係法令に違反し処罰の対象又は損害賠償等の重大な法令違反行為がなされた事実がある場合

税法違反等、公序良俗に違反し、社会通念上、委託先機関とすることが相応しくないと判断されるとき

オンライン訓練の実施時間は、総訓練時間200時間以上とし、通所の方法による訓練時間を総訓練時間の20%以上とする。

原則として仕様書別表に掲げるコース毎に定める定員設定が可能である。

訓練運営にあたって、施設・設備及び訓練指導体制等の訓練全般にかかる訓練実施責任者１名を配置でき、また、委託者及び受講
者からの問い合わせ等に常時対応する窓口としての事務担当者を１名以上、苦情処理責任者、就職支援責任者・就職支援担当者、
キャリアコンサルタント等の有資格者を配置できる体制が講じられている。

  なお、カリキュラムにパソコンを使用する内容が含まれる場合に合っては、上記イ、ロのほか、次のとおりである。

パソコンについては１人１台の割合で設置されている。

　特に、情報通信関連分野に関しては、当該分野の専門的な指導経験、ＩＴ機器導入の支援の業務等、日常的にＩＴ機器の利用等に
ついてユーザーに説明する業務に従事した経験が1年以上である等講師として相応しい者であること。

訓練分野の特性に応じ、基本的なデジタルリテラシーの要素を含むカリキュラムを訓練設定時間の中で設定している。

ソフトウェアについて使用許諾契約に基づき適正に使用でき、またOS・Officeアプリ等における更新サポートが有効であるもの。

教育訓練を効果的に指導できる専門知識、能力、経験を有する講師が、講座を適正に運営するために十分確保されていること。具
体的には、次のとおりである。

講師は、実技にあっては、受講生15人までは１人以上の配置を標準とし、学科にあっては受講生概ね30人に1人の配置を標準とする
こと。

訓練の指導を担当する者は、職業訓練指導員免許を有する者又は職業能力開発促進法第30条の2第2項の規定に該当する者等で
あり、職業訓練の適切な指導が可能であると認められる者であること。

実施しようとする教育訓練の目的・目標、カリキュラム内容、実施時間、実施場所等が、求職者の職業能力の開発及び向上に資する
教育訓練であって、真に就業に必要な教育訓練と認められるとともに、適切な実施及び受講が可能なこと。具体的には、次のとおり
である。

カリキュラム内容が教育訓練の目標、仕上がり像と整合性を有するものである。

教育訓練の目標、仕上がり像及びカリキュラムの内容が真に就業に資するための技能・技術の習得である。

　公共職業訓練を受託するに当たっては、次の１～５に掲げる項目について全てを満たす必要があります。

  貴校（貴社）において、要件を満たしているかどうか確認のうえ、満たしている場合はチェック欄にレ点を記入してください。

これまで教育訓練機関として、受講生の募集・入校実績、修了・就職率等実績を残し、今後も安定した事業運営が可能である。

教育訓練機関が事業を適切に運営できる組織体制、職員数を備えており、教育訓練を実施するうえで必要となる教室、設備、備品
等を所有又は賃貸借契約等により常に使用できる状態である。具体的には、次のとおりである。

なお、当該訓練と同一又は類似の訓練コースの受託実績がある場合で、直近の就職率（仕様書に記載の就職支援経費算定に係る率）が35％未
満である場合は、次のとおりであること。

訓練内容の見直し、就職支援体制の整備等就職率向上に関する措置を講じている。

直近の就職率が2回連続で35％未満ではない。



（参　考）

職業能力開発促進法（抜粋）

職業能力開発促進法施行規則（抜粋）

第四十八条の三　法第三十条の二第二項 の厚生労働省令で定める者は、次の各号のいずれかに該当する
　者（職業訓練指導員免許を受けた者及び職業訓練指導員試験において学科試験のうち指導方法に合格し
　た者以外の者にあつては、第三十九条第一号の厚生労働大臣が指定する講習を修了した者に限る。）と
　する。
　一 　法第二十八条第一項 に規定する職業訓練に係る教科（以下この条において単に「教科」という。）に関
　　し、応用課程又は特定応用課程の高度職業訓練を修了した者で、その後一年以上の実務の経験を有す
　　るもの
　二 　教科に関し、専門課程又は特定専門課程の高度職業訓練を修了した者で、その後三年以上の実務の
　　経験を有するもの
　三 　教科に関し、学校教育法 による大学を卒業した者で、その後四年以上の実務の経験を有するもの
　四 　教科に関し、学校教育法 による短期大学又は高等専門学校を卒業した者で、その後五年以上の実務
　　の経験を有するもの
　五 　教科に関し、第四十六条の規定による職業訓練指導員試験の免除を受けることができる者
　六 　前各号に掲げる者と同等以上の能力を有すると認められる者として厚生労働大臣が定める者

第三十条の二　準則訓練のうち高度職業訓練（短期間の訓練課程で厚生労働省令で定めるものを除く。）に
　おける職業訓練指導員は、当該訓練に係る教科につき、第二十八条第三項各号に掲げる者と同等以上の
　能力を有する者のうち、相当程度の知識又は技能を有する者として厚生労働省令で定める者（同条第五項
　各号のいずれかに該当する者を除く。）であって、同条第五項各号のいずれかに該当する者以外の者でな
　ければならない。

２　第二十八条第一項に規定する職業訓練（都道府県又は市町村が設置する公共職業能力開発施設の行う
　ものを除く。）における職業訓練指導員については、当該職業訓練　指導員が当該職業訓練に係る教科に
　つき同条第三項各号に掲げる者と同等以上の能力を有する者として厚生労働省令で定める者（同条第五
　項各号のいずれかに該当する者を除く。）に　該当するときは、当該教科に関しては、同条第一項の規定に
　かかわらず、職業訓練指導員免許を受けた者であることを要しない。

５　次の各号のいずれかに該当する者は、第三項の規定にかかわらず、職業訓練指導員免許を　受けること
　ができない。
  一　成年被後見人又は被補佐人

　二　禁錮（こ）以上の刑に処せられた者

　三　職業訓練指導員免許の取消しを受け、当該取消しの日から二年を経過しない者

　二　第三十条第一項の職業訓練指導員試験に合格した者

　三　職業訓練指導員の業務に関して前二号に掲げる者と同等以上の能力を有する者と認められる者

４　前項第三号に掲げる者の範囲は、厚生労働省令で定める。

第二十八条　準則訓練のうち普通職業訓練（短期間の訓練課程で厚生労働省令で定めるものを除く。）にお
　ける職業訓練指導員は、都道府県知事の免許を受けた者でなければならない。

２　前項の免許（以下「職業訓練指導員免許」という。）は厚生労働省令で定める職種ごとに行う。
３　職業訓練指導員免許は、申請に基づき、次の各号のいずれかに該当する者に対して、免許証を交付して
　行う。
  一　指導員訓練のうち厚生労働省令で定める訓練課程を修了した者



様式5

項　　目

1 　建物の権利関係

2 　施設の状況

教室の名称 最大定員（人） １人当たりの面積（㎡）
＊教室面積を定員で除した数値

5 　机、椅子

6 　冷暖房設備

7 　換気装置（窓の有無等）

8 　トイレ

9   給茶器、自動販売機等 給茶器　・あり　・なし

10   喫煙場所

11   休憩室

12   昼食場所

13   ロッカー（個人用）

14   自習用教室の開放

注）受託する科（講座）毎に作成

内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容

　①点検項目に対して該当する内容に○を付す、あるいは（　　　　　）内に記入してください。

冷蔵庫　・あり　・なし

　机　　１人当たりの幅（　　　）㎝ 　椅子　・ＯＡ対応イス・パイプイス・その他（　　　　　　）

特記事項

　・あり　　　　　　　　　　　　・なし

　・あり　（　　）人利用可　　　・なし

　・あり（教室を利用）　・あり（教室以外）（　　）人利用可　　・なし

自動販売機　・あり　　・なし

　・時間外使用可　　　　・時間外使用不可

　・あり　　　　　　　　　　　　・なし

　・あり　　　　　　　　　　　　・なし

　・あり　　　　　　　　　　　　・なし

　②最寄駅からの距離は小数第１位まで、教室面積等は小数第２位まで四捨五入により算出してください。

教
室
設
備
等

　・男女分かれて使用　　　　・男女兼用 障がい者用　・あり　　・なし

令和8年１月現在

委託訓練実施施設・設備状況

4 　教室面積

・所有　・賃貸（賃貸契約書で教室利用は認められているか・可　・否　その他（　　　　　　　））

教室面積（㎡）
＊事務、休憩エリアは含まない。

3

施
設

　交通の便
最寄駅　・電車（　　　　　　　　　　）駅より徒歩（　　　）km　　・バス停（　　　　　　　　　　）より徒歩（　　　）km

駐車場　　・無料（　　　　）台　　・有料（　　　　）台　　　・駐車場なし

・独立施設　　　・建物の１フロア　　　・建物の数フロア（　　フロア）

・建物の一室　　・建物の数室（　　室）・その他（　　　　　　　　　）

訓練科名：

訓練実施施設名：



　　　　　　　　　様式６

氏　　　　名 勤務形態 講  師  の  経  歴
担当教科及び教科
に関する職歴等

資  格  ・  免  許

常　 勤
非常勤

常　 勤
非常勤

常　 勤
非常勤

常　 勤
非常勤

常　 勤
非常勤

常　 勤
非常勤

常　 勤
非常勤

常　 勤
非常勤

常　 勤
非常勤

常　 勤
非常勤

　　　　⑤当該訓練に関係する講師のみ記入してください。

訓練実施施設名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　訓練科名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　④資格・免許は、職業訓練指導員免許、教員免許及び担当科に係る資格・免許を記入してください。

令和８年　１月　1日現在　

　　　　　　　講　　　　師　　　　名　　　　簿

　（注）

　　　　③担当教科及び教科に関する職歴等には、担当する教科とその教科（分野）に関する職務履歴及び期間を記入してください。

　　　　②講師の経歴には、講師としての実績履歴、講師に関する職務履歴及び期間を記入してください。

　　　　①講師の勤務形態についていずれか該当する方を記入してください。



様式７

【受講生の購入が必要なもの】

教    材    名 価格(円）

【参考：受講生に無料で配布予定のもの】

教      材      名 ページ数

【その他：教材以外で自己負担を要するもの】

価格（円）

　【受講生の自己負担の軽減を図る取組について】

合　　　　　計（税込）

出版社名・オリジナル

総　　　合　　　計（税込）

使   用   教   材   一   覧   表

訓練実施施設名：　　　　　　　　　　　　　　訓練科名：　　　　　　　　　　

教材使用科目（分野）

合　　　　計（税込）

教材使用科目（分野）

教材使用科目（分野）品名・項目名

出版社名



様式８

○使用ソフト

使用ソフト名 バージョン 使用科目 備考

○使用ＯＳ

使用ＯＳ名 バージョン 使用科目 備考

○ＬＡＮ接続　　　・あり　　　・なし

○ビデオプロジェクター　　　・あり　　　・なし

※カリキュラムにパソコンを使用する内容が含まれる場合に記入してください。

使  用  ソ  フ  ト  等  一  覧  表

訓練実施施設名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　訓練科名：　　　　　　　　　　　　　　　

○プリンター　　　　　　台　　　

○インターネット設備　　　・あり　　　　・なし

※　サポート期間が有効である最新の状態のものであること

※　サポート期間が有効である最新の状態のものであること



様式９

令和　　年　　月　　日

　 □有　　□無

　　　　　 備考

１回目

２回目

３回目

①ｷｬﾘｱｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ（国家資格）等の資格：  □有 　□無

①ｷｬﾘｱｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ（国家資格）等の資格：  □有 　□無

①にかかる名簿登録番号:                         有効期限：

キャリア・コンサルティング実施予定表

　　　  年　　月　　日 ～ 　　　  年　　月　　日

　　　  年　　月　　日 ～ 　　　  年　　月　　日

　　　  年　　月　　日 ～ 　　　  年　　月　　日

他の訓練実施施設との兼務の有無：

ｷｬﾘｱｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ、
ｷｬﾘｱｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ技能士
又は職業訓練指導
員免許

②職業訓練指導員免許の資格　：     □有 　□無

①ｷｬﾘｱｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ（国家資格）の有無：  □有 　□無

①以外の就職に関する資格の有無： □有(資格名     　　　       ) □無

役職・氏名：

①ｷｬﾘｱｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ（国家資格）の有無：  □有 　□無

TEL：

TEL：

就職支援担当者

実施期間

就職支援体制等

訓練実施施設名：　　　　　　　　　　　　　　訓練科名：　　　　　　　　　　

就職支援責任者

就職支援担当者

役職・氏名：　　　　　　　　　

TEL： ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

①、②以外の就職に関する資格の有無： □有(資格名     　　　       ) □無

就職支援責任者として経験年数　：　　　　年

役職・氏名：

TEL： ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

①ｷｬﾘｱｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ（国家資格）等の資格　：  □有 　□無

①以外の就職に関する資格の有無： □有(資格名     　　　       ) □無

役職・氏名：

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

職業訓練指導員免許：  □有　　第　　　　　　　号　　

ｷｬﾘｱｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ、
ｷｬﾘｱｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ技能士
又は職業訓練指導
員免許

役職・氏名：

TEL： ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

職業訓練指導員免許：  □有　　第　　　　　　　号　　

①にかかる名簿登録番号:                         有効期限：



就職相談室の有無 　    □有　    　　□無

上記が有の場合その形態 　　 □個室　　　□間仕切したスペース　　　□間仕切なしのスペース

職務経歴書・履歴書の作成指導：

面接指導：

キャリアコンサルティング：

職業相談の実施：

求人企業等の開拓：

求人情報の提供：

職業紹介：

 許可取得年月日 平成・令和　　年　　月　　日

 許可取得予定年月日 令和　　年　　月　　日

(注)行数が不足する場合は適宜追加下さい。ページ数が増えても差し支えありません。

□可　　　　　　□不可

□可　　　　　　□不可

 職業紹介事業の主な内容

 許可取得予定の有無

□可　　　　　　□不可

　　　公共職業安定所との連携状況、修了時未就職者等に対する就職促進の取組等についても記載

　前年度実施した内容等

　(注)実施内容、実施人員、実施体制、実施効果など貴施設における実績、方針等を詳細に記入してください。

　□有　　□無

　□有　　□無

□可　　　　　　□不可

(役職名)　　　　           　 (氏名)

□可　　　　　　□不可

□可　　　　　　□不可

 職業紹介事業許可

 許可取得の有無

□可　　　　　　□不可

 職業紹介責任者の（役職）氏名

就職支援の内容

 今年度実施を予定している内容等



様式１０

（１）訓練実施経費

項　　　　目 金　　　　額（円） 積　　算　　内　　訳

指 導 員 経 費 学科講師、実技講師

実　　習　　費 実習経費

  施 設 利 用 料

設備(機器)利用料 パソコン、プリンター、実習機器

消　耗　品　費

間　接　経　費 事務員人件費、通信費、光熱水費等諸経費

小　　計　　（Ａ）

1人1月当たり経費  （小計（Ａ））／（定員×訓練期間）

消　費　税　（Ｂ） （Ａ）×１０／１００

合　計　（（Ａ）＋（Ｂ））

訓練実施施設名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

訓練実施経費積算書

注1)訓練に要する経費における経費項目及び積算内訳は例示である為、任意で作成してください。

注2)各金額に1円未満の端数が生じた場合は端数切り捨てとしてください。

訓練科名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

訓練定員：　　　　　　人　　開講月：　　　　　　月　　　　



様式１０－２

項　　　　　　目 金　　　　額（円） 積　　算　　内　　訳

小　　計　　（Ａ）

1人1月当たり経費  （小計（Ａ））／（定員×訓練期間）

消　費　税　（Ｂ） （Ａ）×１０／１００

合　計　（（Ａ）＋（Ｂ））

託児サービスに要する経費積算書

注1)一般の利用者の利用単価と同額にしてください。

注2)各金額に1円未満の端数が生じた場合は端数切り捨てとしてください。

訓練科名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

託児定員：　　　　　　　人　　　開講月：　　　　　　月　　

訓練実施施設名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


